
令和６年度報酬改定の主な内容、

相談系サービスに係るものについて、障がい福祉課指定係より説明します。
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１、基本報酬の見直しについてです。
機能強化型のサービス利用支援費の算定要件として、①から③の下線の内容が追
加されました。
①にある協議会は、本市においては、新潟市障がい者地域自立支援協議会を想定
しています。
なお、変更届の提出の際、研修や会議録等の写しなど、加算の別紙に添付する根
拠資料には、右上に、どの要件に係る資料なのかが分かるようにメモを記載して
ください。
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基本報酬が区分に応じて、４８から１５０単位の増で拡充の見直しがなされまし
た。
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２、質の高い相談支援を提供するための各種加算の見直しについてです。
まず、「主任相談支援専門員配置加算」の拡充についてです。
報酬改定により、区分がⅠとⅡに分かれました。
主任相談支援専門員を配置した上で、他の事業所へ研修をおこなった場合が区分
Ⅰ、自分の所の事業所内の従業者に対し研修を実施した場合、区分Ⅱが算定でき
ます。
なお、こちらの加算に係る届出についても、根拠資料には右上等にどの要件に係
る資料なのかが分かるようにメモを記載してください。
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次に、「地域体制強化共同支援加算」の見直しについてです。
この加算は、相談支援利用者が受けるサービスの事業者のうち、３者以上と共同
して文書等により保護者に対して説明や内容の報告をした場合に算定できる加算
です。
改正では、単位はそのままで、現行の算定要件に加えて、「拠点関係機関と連携
体制を確保するとともに、協議会に定期的に参画すること」についても対象に加
えられました。
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３、適切な相談支援の実施についてです。
モニタリング期間について、標準よりも短い期間で設定することが望ましい場合
として、記載されている３つの内容が追加されました。
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４、医療等の他機関連携のための加算の見直しについてです。
まず、医療・保育・教育機関等連携加算の拡充についてです。
これまでは、サービス利用支援の実施時のみでしたが、改正により、モニタリン
グ時も算定可能となりました。
単位については、おこなった内容に応じて３区分に単位が分かれています。
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医療・保育・教育機関等連携加算の要件について説明します。
①がこれまでもあった要件内容で、継続サービス利用支援（モニタリング）の場
合が追加されました。
また、②③の内容については、算定できる場面が拡充されました。
②は、利用者が通院する際に、病院等の職員へ必要な情報提供をおこなった場合
に算定でき、算定回数は月３回まで、同一の病院等については月１回までという
制限があります。
③は、福祉サービス等提供機関からの求めに応じて、その事業所に対して必要な
情報提供をおこなった場合に算定でき、各事業所それぞれ月１回までという制限
となっています。
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次に、集中支援加算の拡充についてです。
当該加算は、利用者への通院同行や関係機関が開催する会議へ参加し、連絡調整
をおこなった場合等に算定できますが、この関係機関の連携対象に、介護保険事
業の訪問看護の事業所も対象になりました。
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集中支援加算の要件について説明します。
①から④に該当する業務をおこなった場合は３００単位、⑤に該当する場合は１
５０単位が算定できます。
①の要件にテレビ電話装置等を活用しての面談も可能となりましたが、月に１回
は利用者の居宅等を訪問する必要がありますのでご注意ください。
また、③の関係機関が開催する会議へ参加した際は、会議の記録を作成し、５年
間保存する必要があります。
記録する内容は、開催日時、出席者、検討した内容の要旨及び、それを踏まえた
対応方針です。留意事項通知に記載されていますので、その他詳細も含めてご確
認ください。
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次に、入院時情報連携加算、退院・退所加算の拡充についてです。
この２つは、業務負担を踏まえて、単位が引き上げられたものです。
加算の内容（要件等）に変更はありません。
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次に、居宅介護事業所等連携加算、保育・教育等移行支援加算の拡充についてで
す。
この２つも、業務負担を踏まえて、単位が引き上げられたものです。
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居宅介護事業所等連携加算、保育・教育等移行支援加算の変更内容について説明
します。
加算の内容について一部変更があり、下線部分のとおり、利用者への面談に際し
テレビ電話装置等の活用も可能となりました。
なお、月に実施した面談回数のうち１回は利用者の居宅等を訪問する必要があり
ますのでご注意ください。
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５、医療との連携のための仕組み」についてです。
サービス等利用計画の作成に当たって、必要に応じて利用者から同意を得たうえ
で、医師意見書を計画作成に活用できるということが追記されたものです。
同意は書面で得るようにしてください。
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６、高い専門性が求められる者の支援体制についてです。
要医療児者支援体制加算、行動障害支援体制加算、精神障害者支援体制加算の見
直しについてです。
３つとも体制加算で、新たに区分がⅠとⅡに分けられ、体制のみであれば区分Ⅱ、
体制に加えて、それぞれ医療的ケア児者・強度行動障害児者・精神障害者に対し
現に相談支援をおこなっている場合、区分Ⅰが算定できます。
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まず、要医療児者支援体制加算の要件について確認します。
体制としては、医療的ケア児等コーディネーター養成研修を修了した相談支援専
門員の配置が要件とされています。
この体制を整えている場合は、区分Ⅱが算定可能です。
体制に加えて、その専門員により医療的ケア児者に対して計画相談支援をおこ
なっている場合は区分Ⅰを算定できます。

16



次に、行動障害支援体制加算の要件について確認します。
体制としては、強度行動障害支援者養成研修（実践研修）を修了した相談支援専
門員を配置している場合は、区分Ⅱが算定可能です。
体制に加えて、その専門員により強度行動障害児者に対して計画相談支援をおこ
なっている場合は、区分Ⅰが算定できます。
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次に、精神障害支援体制加算の要件について確認します。
体制としては、精神障害者の支援に関する一定の研修を修了した相談支援専門員
の配置が要件とされています。
この体制を整えている場合は、区分Ⅱが算定可能です。
体制に加えて、利用者が通院する病院等における看護師（精神障害者の支援に関
する一定の研修を修了した者に限る。）又は精神保健福祉士と連携する体制が構
築され、要件により配置された相談支援専門員により精神障害者に対して計画相
談支援をおこなっている場合は区分Ⅰを算定できます。
なお、連携先病院等とは、少なくとも、年１回以上、面談又は会議を行うよう留
意事項通知に定めてありますので、記録を残しておいてください。
記録の際は、連携先の看護師がどの研修を修了しているかを必要に応じて確認し
てください。
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７、相談支援に従事する人材の確保についてです。
こちらは人員基準に係る改定内容です。
機能強化型の基本報酬を算定している事業所において、主任相談支援専門員の指
導助言を受ける体制が確保されている場合には、常勤専従の社会福祉士又は精神
保健福祉士である者を新たに相談支援員という職種で配置することができ、サー
ビス等利用計画の原案までの作成、モニタリング業務を行うことができるように
なったものです。

19



８、ＩＣＴの活用等についてです。
ここまでの説明の中にもありましたが、記載されている４つの加算に係る利用者
の居宅等への訪問について、テレビ電話装置等の活用が可能となったものです。
加算の所でも説明したように、月に実施した面談回数のうち、１回は利用者の居
宅等を訪問する必要がありますのでご注意ください。
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９、その他横断的な改定事項についてです。
まず、（１）地域生活支援拠点等の機能充実についてです。
「障害者の重度化・高齢化や親亡き後を見据え、緊急時の対応や施設や病院等か
らの地域移行の推進を担う地域生活支援拠点等について、障害者総合支援法の改
正により市町村に対する努力義務を設け、その整備を推進するとともに、機能の
充実を図る。」ということで、相談支援については「地域生活支援拠点等機能強
化加算」が新設されました。
この加算は、地域生活支援拠点において、情報連携等を担うコーディネーターの
配置を評価するものです。

21



地域生活支援拠点等機能強化加算の要件は３点あり、自立生活援助の規定が準用
されています。
１点目、運営規程において、市町村により地域生活支援拠点等として位置づけら
れている旨を定めていること。
２点目、機能強化型サービス利用支援費を算定している計画相談、及び障害児相
談、自立生活援助、地域移行及び地域定着支援の全てのサービスを、同一の事業
所で一体的に運営しているか、地域生活拠点等のネットワークにおいて相互に連
携して運営していること。
３点目、拠点コーディネーターを常勤で１名以上配置された場合。
これらの３点を満たす場合に算定可能です。
算定は配置されたコーディネーター１人当たり、ひと月につき１００回が限度で
す。連携して運営する拠点事業所は、ひと月に１回以上の頻度で、連携会議にお
いて毎月の算定回数の目安を共有しておいてください。
また、コーディネーターは、事業所に置くべき人員に加えて配置する必要はなく、
情報連携を担う旨を明確化しておくことで足りるものです。
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次に、（２）高次脳機能障害を有する者に対する報酬上の評価についてです。
高次脳機能障害に関する研修を受講した、常勤の相談支援専門員を配置する事業
所を評価するもので、高次脳機能障害支援体制加算が新設されました。
体制を整えているのみの場合は、区分Ⅱが算定可能。
体制に加えて、その専門員により、高次脳機能障害を有する者に対して計画相談
支援をおこなっている場合は、区分Ⅰが算定できます。

以上で、相談系サービスに係る令和６年度報酬改定の主な内容についての説明を

終わります。

その他横断的な改正内容や、詳細等については適宜ご確認ください。
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